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１．はじめに 

 膨大なる斜面崩壊危険個所数に対処するには斜面の客観的な評価が不可欠である。しかし地質や水文に関する

不確定な問題や植生の関与など斜面崩壊機構はまだ不明な点が多い。そこで筆者等は平成 18 年に坂出市の宅地で

の斜面警報装置の試験中 1）に発生した斜面崩壊の観察に基づいて、植生や地下構造に関する偶然の影響を極力少

なくする方法を取り入れた表層崩壊予測手法を開発した。過去の複数の崩壊事例で検証した結果、これにより少

量の雤でも崩壊する複雑な崩壊現象をも説明できるなど、その実用性が認められるので以下にその概要を述べる。 

 

２．表土のブロック崩壊モデル  

灌木と草地からなる斜面で 20 ㎜の強い雤で表層崩壊が発生した。

前日までの 177 ㎜の降雤で地盤が緩んでいたものと考えられる。崩

壊の翌日、付近に数箇所の斜面警報装置を設置したが変位はその後、

小康状態となり累積量は７cm を記録してその後、翌年の乾期までに

その活動を停止した。 

本観察で、①崩壊した場所は植生の最も貧弱な部分であること、

②表土が厚いと思われる傾斜変換点付近であること、③ほぼコンタ

ーに沿って斜面に垂直の亀裂が複数生じ消長を繰り返したこと、④

上下に２ｍ離れた土塊が圧縮と引っ張りの逆方向に別々の動きを見

せたこと、⑤５cm の変位では崩壊せず推定 10cm 以上で崩壊した等が

判明し、豪雤・地震両方に使えるブロック崩壊モデルを考えた。 

 

３．斜面のバランスモデル 

当斜面において前日までの雤で縦亀裂が多く生じ、当日の強い雤で亀裂から雤水が流入して崩壊したと推測さ

れる。基盤の凹凸等（Ｘ）や水文構造（Ｙ）及びその他の要因は降雤履歴と共に木の根曲りや段差等に記録され

ている。２）従い変位履歴は現地でおよそ推定できるので、Ｘ、Ｙを含む雤量-変位量関係が分かれば過去２回の降

雤イベントからＸ、Ｙの逆算は可能である。そこで実験の観察から図２左側の不安定要因を｛傾斜角θ・（層厚 D・

Ｘ＋連続雤量 P・Ｙ）｝と考え、一方、右側の安定要因は｛（樹種係数λ×樹齢係数μ）の植生量＋土塊間の付着

力｝として、その差（転倒力）Ｋが左下のバネに作用してＫ２≒地表変位量εcm となるように約１０件の崩壊例で

係数を整え、経験式を得た。とりあえずＸ、Ｙは地質や年間降雤量等により推定した。層厚Ｄｍは現地試験で求

めるのが理想であるがＸに吸収されるので１/tanθ等の概算でもよい。水文量は 0.005×連続雤量とした。 

運用に際しては（表１）計算結果と雤量毎の変位図（図

３）を手元に置いて警戒にあたる。予想変位量が数 cm で

警戒、５cm を越えると避難の準備、10cm に近づくようで

あれば避難する等、予想変位量に応じた行動基準をあら

かじめ設定しておく。豪雤後は安全を確認した上で裏山

の亀裂や木の異常の有無を観察し、変状に応じて緩み係

数δを通常１～最大２の範囲で再設定して計算し毎回グ

ラフを更新する。その後１年間変位を生じない場合、δ

は半減/年の割合で回復させ５～６年でもとのほぼ１に

回復させる。定期的に植生を見直し、また豪雤後にはε

を検証しＸ、Ｙを見直す。地震時にはθ×水平震度係数×斜面方位補整で雤量と合算した変位量を求める。 



４．過去の崩壊事例による検証の一例（土木研究所試験流域 荒谷地区）3) 

 本例は、広島市西部山系の荒谷川水系の土木研究所試験流域での検証例である。1999 年６月豪雤連続雤量 350

㎜、で下表中央の地点の赤マーク５地点が崩壊跡地である。地形図と衛星写真から求めたデータで植生μ・λと

地質τは均一であり、違いと言えば地形の各係数のみである。計算結果（上表）左側が出力で、数字は変位量 cm 

                  表１ 計算結果                       

で赤色が崩壊位置をしめす。本表は下の図３の太線より下側のＡブロックの計算である。これを見ると崩壊場所

はおおむね一致するが、No20 のみ崩壊していない。なお本手法で自動計算された左端表土層厚の平均値 1.45ｍ（全

体）に対して 173 箇所の簡易貫入試験実測値＝1.42ｍと近い値になっている。（但し計算は右岸側斜面のみ） 

 

５．まとめ 

本斜面表層崩壊予測法は①予想雤量及び地

震に対して変位量が一義的に求まる簡便性から、

住民が使用でき自主防災に利用できること②将

来予測を含めた森林の防災機能を経済換算でき

ること③ＢＭＳなどの斜面警報装置 4)等を併用

し崩壊予測精度の向上が可能、等の利点がある。 

林業との整合性により膨大な数の危険個所

に対しても対処でき、森林の手入れを行った場

合の将来予測が可能で、林業の防災効果を算出

し、CO2 削減問題等環境保全効果を踏まえた中

山間地の経済価値の再評価も可能である。また豪雤        図３ 荒谷地区崩壊予想結果 

と地震双方を統合した予測では、将来展望としてインターネット上で衛星写真のデータから単位斜面を自動区分

し、各種係数の電算処理は可能と思われ、近傍の雤量データや雤量警報装置４)などからデータを得て世界的に危険

個所のデータを収集し地震の振動方向から総合的な斜面の不安定化部分を画面表示する方向に推移すると考える。  
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